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1 



Ⅰ．協会けんぽ（全国健康保険協会）
の概要・財政状況 
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健康保険組合 

協会けんぽ（全国健康保険協会） 

健康保険法に基づき、自らは健康保険組合の設立が困難
である中小・小規模事業所の従業員とその家族が加入で
きるよう、設立された保険者 
 

都道府県支部ごとに保険料率を設定 
（平成28年度平均：10.0％） 
 

加入者数：3,718万人（平成28年３月末） 

（被保険者2,159万人、被扶養者1,559万人）  

加入者は、適用事業所に使用される者及びその被扶養者等 

・適用事業所・・・国、地方公共団体、法人事業所、又は土木・建築、医療等の強制適用業種である従業員５人以上の個人事業所 
・使用される者・・・所定労働時間、所定労働日数が当該事業所で同種の業務に従事する通常の就業者と比べて、概ね３／４以上の者 

共済各法に基づき、国家公務員や地方公務員、 
私立学校教職員等を対象として設立された保険者 
（平成26年３月末現在：85組合） 
 

それぞれの組合で保険料水準は異なる（平成25年度平均：国
共済8.2％、地共済9.4％、私学共済7.4％） 
 

加入者数：891万人（平成26年３月末） 
（被保険者449万人、被扶養者442万人） 

共済組合 

被用者保険者の概要 

被用者保険者 

健保組合が解散すると、当該健保組合の被保険者等は協会けんぽに加
入することとなり、協会けんぽは被用者保険のセーフティーネットとしての
役割を果たしている。 

健康保険法に基づき、健康保険事業を行う 
公法人（平成27年３月末：1,409組合） 

 
・単一組合：１企業により組織された組合 
 （被保険者数：700人以上） 
 
・総合組合：同種同業の事業主等で組織 
 された組合（被保険者数：3,000人以上） 
 
それぞれの組合で保険料水準は異なる 
（平成27年度平均：9.0％） 

 
加入者数：2,913万人（平成27年３月末） 
（被保険者1,564万人、被扶養者1,349万人）  
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共済組合 
85組合、891万人  

国民健康保険 3,593万人 

（1,716市町村 3,302万人、 

  164国保組合  291万人 ） 

 

協会けんぽ 

 3,718万人 

健康保険組合 

1,409組合、2,913万人 
 

 

後
期
高
齢
者
医
療
制
度 

47広域連合 
1,624万人 

サラリー
マン 

自営業、
無職等 

0～74歳 75歳以上 

○ 保険者の位置付け ○ 協会の事業所規模別構成 （28年3月末） 

協会けんぽ（全国健康保険協会）の規模 

１８５万 

適用事業所数 

従業員 ２人以下 
    ４４．４％ 

従業員 ３・４人 
    １６．９％ 

従業員 ５～９人 
    １７．９％ 

従業員 １０～２９人 
    １４．１％ 

従業員 ３０～９９人 
    ５．０％ 

従業員 １００～９９９人 
    １．５％ 

従業員１０００人以上 
    ０.０５％ 

（26年3月末） 

（27年3月末） 

○ 約３７００万人（国民の３．４人に１人）が加入者。 
○ 中小企業・小規模事業所が多く、事業所数の約８割が従業員９人以下。 

（27年3月末） 

（28年3月末） 

（28年3月末） 
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（注）端数整理のため、計数が整合しない場合がある。 

協会けんぽの財政構造（27年度決算見込） 

○ 協会けんぽ全体の収支は約９兆円だが、その約４割、約３．４兆円が高齢者医療への拠出金に充てら
れている。 

医療給付 

4.9兆円 

(54.2%) 

高齢者医療 

への拠出金 

（介護を除く） 

3.4兆円 

(38.0%) 

現金給付 

0.5兆円 

(5.8%) 

健診・ 

保健指導 

910億円 

(1.0%) 

事務経費 

510億円 

(0.6%) 
その他 

420億円 

(0.5%) 

支 出  8兆9,965億円 

保険料 

8.0兆円 

(87.1%) 

国庫補助 

1.2兆円 

(12.8%) 

その他 

140億円 

(0.2%) 

収 入  9兆2,418億円 
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協会けんぽの単年度収支差と準備金残高の推移 

8.2% 
（4年4月～） 

8.5% 
（9年9月～） 

8.2% 
（15年4月～） 

【協会けんぽの平均保険料率】 

9.34% 
（22年度） 

9.5% 
（23年度） 

10% 
（24年度） 

8.4％ 

13% 
（4年度～） 

16.4% 
（22年度～） 

【国庫補助率】 

16.4% 
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準備金残高 

746 

▲ 935 

▲ 2,809 
▲ 2,783 

▲ 4,193 

▲ 950 

34 

▲ 3,163 

▲ 1,569 

▲ 4,231 

▲ 6,169 

704 
2,405 1,419 1,117 

▲ 1,390 
▲ 2,290 

▲ 4,893 

2,540 
2,589 3,104 

1,866 

3,726 
2,453 

14,935 

14,088 

11,366 

8,914 

6,260 

6,857 6,932 

8,039 

6,701 
5,526 

▲ 649 
▲ 174 

2,164 

3,695 

4,983 

3,690 

1,539 

▲ 3,179 

▲ 638 

1,951 

5,055 

6,921 

10,647 

13,100 

-7,500

0

7,500

15,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

単年度収支差 

保険給付費等に要する費用の
１ヵ月分相当（法定準備金） 

財政特例措置期間 

3.9ヵ月分 

3.4ヵ月分 

1.9ヵ月分 

[億円] 

[年度] 



※義務的経費は、法定給付費、前期高齢者納付金（平成19年度以前は退職者給付拠出金）及び後期高齢者支援金（平成19年度以前は老人保健拠出金）の合計額。 
  平成20年度以降については、経過措置として存続している退職者給付拠出金及び老人保健拠出金の額も含めている。 
※法定給付費は、平成26年度までは実績額を、平成27年度は概算額を、平成28年度は予算額を用いている。 
※後期高齢者支援金等は、平成26年度までは医療給付費等実績に基づいた確定賦課額。平成27年度は概算賦課額。平成28年度は予算額。 
※後期支援金について、平成20年度及び平成21年度は加入者割、平成22年度～26年度は3分の1総報酬割、平成27年度は2分の1総報酬割、平成28年度は3分の2総報酬割としている。 
※前期高齢者に係る後期支援金分は前期納付金に含まれている。 

0
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15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

50000

55000

60000

27.5% 
28.7% 29.0% 28.9% 29.4% 

30.2% 
31.3% 

32.4% 

34.2% 

36.8% 

39.0% 38.8% 39.4% 39.6% 

41.7% 41.2% 
40.4% 

39.6% 39.2% 39.0% 39.1% 38.9% 39.4% 
40.2% 40.6% 41.9% 41.4% 39.9% 

億円 

義務的経費に占める 
高齢者医療分の割合 

H1 H2 H3 H5 H4 H6 H10 H7 H9 H8 H14 H12 H11 H13 H15 H16 H18 H17 H21 H20 H19 H22 H24 H23 H25 H26 

（概算） 

高齢者医療への拠出負担の推移（協会けんぽ） 

高齢者医療分 

法定給付費 

後期高齢者支援金（老人保健拠出金） 

前期高齢者納付金 

退職者給付拠出金 

○ 協会けんぽの義務的経費に占める高齢者医療への拠出負担割合は、39.9％（平成28年度予算ベース）となっている。 

H27 

（予算） 

H28 
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442 441 

553 562 567 570 575 571 

545 546 553 554 558 554 
563 

347 344 

388 385 385 385 387 385 
374 371 370 370 372 375 379 

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

1.01  

1.04  
1.03  

1.06  

1.08  

1.12  

1.16  

1.18  
1.19  1.19  

1.21  

1.25  

1.00  1.00  1.00  
0.99  

1.00  1.00  

0.98  
0.97  0.97  0.97  0.97  

0.98  
0.99  

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

1.25

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

医療費 
（被保険者１人当たり保険給付費） 

賃金 
（１人当たり標準報酬月額） 

協会の保険財政の傾向 協会と健保組合の報酬水準の比較 

1.3倍 

1.5倍 

協会の財政構造と財政力格差について 
○ 協会けんぽの財政は、医療費が賃金の伸び率を上回って伸びている。 

○ 協会の報酬水準は低く、他の健保組合と比べて1.5倍の格差がある。 

健保組合 

協会けんぽ 
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（年度） （年度） 

（万円） 



Ⅱ．健康保険組合の概要・財政状況 
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1823 
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年度末組合数 
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（注） 平成26年度は決算見込み数値、それ以外は決算数値。 

健康保険組合の組合数等の推移 

○ 健保組合の組合数は、平成４年度以降減少を続けている。 

○ １組合当たりの平均加入者数は、微増傾向にあるが、約２万人前後で大きな変化はない。 

（年度） 

（人） 
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63 

434 

311 

172 

88 

53 
41 37 

25 27 26 
14 12 11 10 

33 
12 3 4 2 

（平成28年度予算早期集計より） 

（加入者数） 

最大 
約66万人 

最小 
約30人 

健康保険組合の加入者数の分布 

○ 健保組合は、加入者数１万人未満が約６割、５万人未満が約９割となっており、中・小規模の保険者が 

 多い。 

１万人未満が約６割 

（保険者数） 
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保険料収入 

7.5兆円 
(98.5%) 

その他 

0.1兆円 
(1.5%) 

経常収入  7兆6,022億円 

保険給付費 

3.8兆円 
(49.8%) 

高齢者医療 

への拠出金

（介護を除く） 

3.3兆円 
(43.5%) 

保健事業費 

0.3兆円 
(4.1%) 

事務費 

0.1兆円 
(1.5%) 

その他 

0.1兆円 
(1.0%) 

経常支出 7兆5,386億円 

健康保険組合の財政構造（26年度決算見込） 

○ 健保組合の経常支出は約7.5兆円だが、その約４割、約３兆円以上が高齢者医療への拠出金に 

 充てられており、平成26年度では前年度よりも約55億円増加。 

（注）端数整理のため、計数が整合しない場合がある。 
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２６年度決算見込（平成27年10月２日健保連発表）全1,409組合 

 ・単年度黒字：平成19年度以降７年ぶりの636億円の経常黒字 
 ・保険料率の引上げ：健保組合全体の３割（３８７組合） 

  → 平均保険料率（８．６７％→８．８８％） 対前年度伸び率２．４％ 

 ・保険料収入に占める拠出金等の割合：４３．８％ → ５０％以上の組合が全体の４分の１（３５９組合） 

健康保険組合の財政状況 

-3,999 

1,397 

3,062 2,956 
2,372 

600 

-3,189 

-5,234 

-4,156 -3,497 

-2,973 

-1,154 

636 212 

37 
122 99 88 

109 

212 
228 

417 

570 
609 539 

387 

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

-8,000

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

経常収支差引額 料率引上組合数 

14年度の制度改正で、総報酬制の導入、高齢
者医療費の給付対象年齢および公費負担割合
の段階的引き上げの影響により、15年～19年
は黒字となった。 

（注） 平成14～25年度までは決算、26年度は決算見込。 

（組合数） （億円） 
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※義務的経費は、法定給付費、前期高齢者納付金（平成19年度以前は退職者給付拠出金）及び後期高齢者支援金（平成19年度以前は老人保健拠出金）の合計額。 
  平成20年度以降については、経過措置として存続している退職者給付拠出金及び老人保健拠出金の額も含めている。 
※法定給付費は、平成26年度までは実績額を、平成27年度は概算額を、平成28年度は予算額を用いている。 
※後期高齢者支援金等は、平成26年度までは医療給付費等実績に基づいた確定賦課額。平成27年度は概算賦課額を、平成28年度は予算額を用いている。 
※後期高齢者支援金について、平成20年度及び平成21年度は加入者割、平成22年度～26年度は3分の1総報酬割、平成27年度は2分の1総報酬割、平成28年度は3分の2総報酬割としている。 
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（概算） （予算） 

31.8% 

33.7% 33.9% 33.7% 34.2% 
34.9% 

36.5% 
37.6% 38.0% 

40.5% 

42.6% 
41.8% 42.1% 41.8% 

43.2% 42.7% 42.3% 
41.5% 41.3% 

43.5% 
44.3% 44.4% 

45.1% 
45.8% 

46.6% 46.7% 
47.7% 47.3% 

義務的経費に占める 
高齢者医療分の割合 

億円 高齢者医療分 

法定給付費 

後期高齢者支援金（老人保健拠出金） 

前期高齢者納付金 

退職者給付拠出金 

H27 

高齢者医療への拠出負担の推移（健保組合） 

H25 H26 

○ 健保組合の義務的経費に占める高齢者医療への拠出負担割合は、47.3％（平成28年度予算ベース）となっている。 

H28 

Ｈ２６・Ｈ２７の 
数値修正後 
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○ 近年、協会けんぽ、健保組合ともに保険料率を引き上げている（協会けんぽは、24年度以降10.0%
で推移）。 

○ 協会けんぽへの国庫補助により、一定程度格差が縮小されている。 

 

協会けんぽと健康保険組合の保険料率の推移 

協会けんぽ（平均） 

（※１）平成15年度に保険料率が下がっているのは、総報酬制（賞与にも月収と同じ保険料率を賦課）の導入によるもの。 
（※２）健康保険組合の保険料率（調整保険料率含む）は、平成25年度までは実績、26年度は実績見込、27年度は予算ベース、28年度は予

算早期集計ベースによる。 
（※３）協会けんぽは全国平均の保険料率。（平成２８年度 最高：佐賀支部 10.33%  最低：新潟支部 9.79%） 

上昇率20％ 

健保組合（平均） 

上昇率22％ 
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健康保険組合の保険料負担

保険料率（H26年度決算見込）
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超

128132

260
245

175

203

110

79

2628
101210

組

合

数

全組合の平均
8．88％（H26年度決算見込：1,409組合）

協会けんぽの保険料率
１０．０％（H26年度）

（注2）被保険者の負担割合（単純平均）は45.4％。

（注1）保険料率には調整保険料率（0.13％）を含む。

単一組合

総合組合

○ 健康保険の一般保険料率は、1000分の30～1000分の120の範囲内（※）において、保険者が決定するこ
とが法律に規定されている。（健康保険法第160条）
（※）平成28年度以降は1000分の30～1000分の130の範囲内

○ 健保組合の約２割が、協会けんぽの保険料率（10.0％）以上の保険料率を設定している。

（注3）括弧の数字は総合組合の数値を示している。
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